		
別添１

　　※事業実施主体名を記載　　　殿

年　　月　　日　


　　都道府県知事名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　


○○県（都道府）の都道府県戦略との関連性に係る確認について


　貴殿が作成した、農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）実施要領（令和４年４月１日付け３農振第2921号農林水産省農村振興局長通知）別紙様式第１号（地域資源活用価値創出整備事業（産業支援型）事業実施計画）の記載内容については、○○県（都道府）都道府県戦略に基づくものであることを認めます。






















別添２

　　※事業実施主体名を記載　　　殿

年　　月　　日　


　　市町村長名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　又は協議会長名　　　　　　　　　　　　


○○市（町村）の市町村戦略との関連性に係る確認について


　貴殿が作成した、農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出）実施要領（令和４年４月１日付け３農振第2921号農林水産省農村振興局長通知）別紙様式第１号（地域資源活用価値創出整備事業（産業支援型）事業実施計画）の記載内容については、○○市（町村）市町村戦略に基づくものであることを認めます。






















別添３

　　※事業実施主体名を記載　　　殿

年　　月　　日　


　　市町村長名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　又は協議会長名　　　　　　　　　　　　


○○市（町村）の市町村戦略との関連性に係る確認について


　貴殿が作成した、農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出）実施要領（令和４年４月１日付け３農振第2921号農林水産省農村振興局長通知）別紙様式第１号（地域資源活用価値創出（産業支援型）事業実施計画）の「11　市町村戦略に基づく取組について」の記載内容については、○○市（町村）市町村戦略に基づく取組であり、かつ、地域経済への波及効果等公益の増進に寄与する取組となっていることを認めます。




















別添４


障害者等の雇用に関する計画書

　年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　

１　障害者等の雇用人数
	区　　分
	内　　容
	備　　考

	
	新規雇用
	既雇用
	

	①身体障害者
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	②知的障害者
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	③精神障害者
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	④その他の障害者
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	⑤生活困窮者
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	⑥要介護認定者
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	計
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	


　※　④その他の障害者の内容欄については、難病等に起因する障害者の人数を記載すること。


















２　障害者等の雇用の形態
	区　　分
	内　　容
	備　　考

	
	新規雇用
	既雇用
	

	①直接雇用
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	
	（　　　　　　　人）
	（　　　　　　　人）
	

	
	ア　正規社員
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	
	
	（　　　　　　　人）
	（　　　　　　　人）
	

	
	イ　非正規社員
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	
	
	（　　　　　　　人）
	（　　　　　　　人）
	

	②業務委託
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	
	（　　　　　　　人）
	（　　　　　　　人）
	

	③労働者派遣
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	
	（　　　　　　　人）
	（　　　　　　　人）
	

	④その他
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	
	（　　　　　　　人）
	（　　　　　　　人）
	

	計
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	

	
	（　　　　　　　人）
	（　　　　　　　人）
	


　※　障害者等の雇用人数を記載した場合は、当該雇用人数の下段の（　）内に障害者等別の人数を記載すること。
　※　実施要領別記２－３の第３の３の（１）のウに定める障害者雇用による交付率嵩上げの要件については、①直接雇用の場合のみを対象とすること。
　※　④その他は、①から③までに当てはまらない形態の場合を指し、具体的な形態については「備考」欄に記載すること。

３　障害者等の雇用契約の締結時期
	区　　分
	内　　容
	備　　考

	
	新規雇用
	既雇用
	

	①直接雇用
	　　　年　　月予定
	　　　年　　月　　日
	

	②業務委託
	　　　年　　月予定
	　　　年　　月　　日
	

	③労働者派遣
	　　　年　　月予定
	　　　年　　月　　日
	

	④その他
	　　　年　　月予定
	　　　年　　月　　日
	


　※　障害者等の雇用契約の締結時期が契約者ごとに異なる場合は、それぞれ記載すると。
　※　①直接雇用による既雇用者がいる場合は、雇用契約書等の写しを添付すること。
　※　②業務委託による既雇用者がいる場合は、業務委託契約書の写しを添付すること。
　※　③労働者派遣による既雇用者がいる場合は、労働者派遣契約書の写しを添付すること。
　※　④その他による既雇用者がいる場合は、雇用の事実が分かる書類の写しを添付すること。



４　障害者等の雇用の開始時期
	区　　分
	内　　容
	備　　考

	
	新規雇用
	既雇用
	

	①直接雇用
	　　　　　年　　月予定
	　　　　　年　　月　　日
	

	②業務委託
	　　　　　年　　月予定
	　　　　　年　　月　　日
	

	
	ア　契約予定の相手

イ　契約予定期間
　　　年　月　日～　年　月　日
	ア　契約相手

イ　契約期間
　　　年　月　日～　年　月　日
	

	③労働者派遣
	　　　　　年　　月予定
	　　　　　年　　月　　日
	

	
	ア　契約予定の相手

イ　契約予定期間
　　　年　月　日～　年　月　日
	ア　契約相手

イ　契約期間
　　　年　月　日～　年　月　日
	

	④その他
	　　　　　年　　月予定
	　　　　　年　　月　　日
	

	
	ア　契約予定の相手

イ　契約予定期間
　　　年　月　日～　年　月　日
	ア　契約相手

イ　契約期間
　　　年　月　日～　年　月　日
	


　※　障害者等の雇用の開始時期が契約者ごとに異なる場合は、それぞれ記載すること。
　※　②業務委託、③労働者派遣及び④その他の内容欄に障害者等の雇用の開始時期を記載した場合は、当該開始時期の下段に、新規雇用にあっては契約予定の相手及び契約予定期間を、既雇用にあっては契約相手及び契約期間をそれぞれ記載すること。なお、現時点において、新規雇用に係る契約予定の相手がいない場合は「調整中」又は「未調整」と記載すること。

５　障害者等が従事する業務の内容
	










　　※　障害者等が従事する業務の内容については、障害者等が年間を通して従事する業務の内容を具体的に記載すること。また、従事する業務の内容が障害者等ごとに異なる場合は、それぞれ記載すること。






６　障害者等の年間勤務日数及び時間
	区　　分
	内　　容
	備　　考

	
	新規雇用
	既雇用
	

	①年間勤務日数
	現在
	
	　　　　　　　　日
	

	
	計画
	　　　　　　　　日
	　　　　　　　　日
	

	②年間勤務時間
	現在
	
	　　　　　　　　時間
	

	
	計画
	　　　　　　　　時間
	　　　　　　　　時間
	


※　障害者等の年間勤務日数及び時間が雇用者ごとに異なる場合は、それぞれ記載すること。

７　障害者等の雇用に係る活動状況等
	









※　障害者等の雇用に係る活動状況等について、公共職業安定所や就労支援機関、福祉施設等と調整等を行っている場合はその調整等の状況を、調整等を行っていない場合はどのような手段で障害者等を雇用しようとしているのかを記載すること。
※　障害者等の雇用に関する計画を達成しない場合及び雇用した障害者等が退職により欠けた場合の対応について、それぞれ記載すること。

















別紙様式第３号

地域資源活用価値創出整備事業（産業支援型）
改善計画書

　年　 月　 日作成　
	
都道府県名
	
市町村名
	
事業実施主体名

	

	

	


	
事業内容
	
事業実施期間

	



	






１　成果目標の達成状況
	
成果目標
	
目標値Ａ
	
実績値Ｂ
	
達成率（％）
Ｂ／Ａ
	
備　　考

	➀経営全体の付加価値額の増加率（％）
	

	

	

	


	（➀の根拠）経営全体の付加価値額（円）
	
	
	
	

	➁経営全体の売上高の増加率（％）
	
	
	
	

	（➁の根拠）経営全体の売上高（円）
	
	
	
	


※　事業実施状況報告書又は評価報告書における直近の達成率を記載する。

２　効果の発現状況及び目標が達成されなかった要因
	





※　要因分析に当たっては、中小企業診断士等による経営指導等に基づき、事業実施による効果及び目標が達成されなかった要因を適切に分析するとともに、具体的に記載すること。また、環境要因については、社会経済動向、関連する施策の状況、実施地域を含む地域全体の動向等の考えられる要因を具体的に記載すること。








３　目標達成に向けた方策
	
具体的取組方策



	






※　具体的取組方策の内容に新商品の変更を含む場合は、別途事業実施計画書の変更申請を行うものとする。

４　成果目標達成予定年度までの目標値
	
成果目標
	
現状
（○年度）
	
○年度
	
○年度
	
○年度
	目標達成
予定年度
（○年度）

	➀経営全体の付加価値額の増加率（％）
	
	
	
	
	

	（➀の根拠）経営全体の付加価値額（円）
	
	
	
	
	

	➁経営全体の売上高の増加率（％）
	
	
	
	
	

	（➁の根拠）経営全体の売上高（円）
	
	
	
	
	


※　目標達成予定年度までの年数等に応じ、適宜表を削除又は追加するものとする。

５　改善計画に対する第三者の意見
	
（コメント）







※　第三者とは「当事者以外の者」又は「その事柄に直接関係していない人」であり、６次産業化や経営改善に係る知見を有し、適切に評価が可能である者。












別紙様式第４号
番　　　　　号　
年　　月　　日　

　○○農政局長　殿
　北海道にあっては北海道農政事務所長
　沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県知事　氏　　　名　　　　　　　

地域資源活用価値創出整備事業（産業支援型）の事業実施状況報告及び評価報告（　年度）

農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出）実施要領（令和４年４月１日付け３農振第2921号農林水産省農村振興局長通知）別記２－３の第12の１の（３）及び２の（３）により、別添のとおり報告します。


（注）実施要領別記２－３の第12の２に基づき評価報告を行う場合は、「事業実施主体の自己点検結果」を「事業実施主体の自己評価」とし記載すること。また、「都道府県における事業実施状況の点検結果」を「都道府県における事業実施状況の評価結果」として記載すること。




















別紙様式第５号
番　　　号　
年　月　日　


　○○農政局長　　殿
　北海道にあっては北海道農政事務所長
　沖縄件にあっては内閣府沖縄総合事務局長
　　
　　

所在地
団体名
代表者氏名　    


地域資源活用価値創出整備事業（産業支援型）で
取得又は効用の増加した施設等の増築（模様替え、移転、更新等）届


　○○年度において本事業で取得又は効用が増加した施設等を増築（模様替え、移転、更新等）したいので、下記のとおり届け出ます。


記

１　増築の理由

２　増築に係る施設等の概要
（1） 地区名及び事業名

（２）事業実施主体名

（３）施設等の所在地

（４）施設等の構造、規格、規模等 

（５）事業費
　　ア　交付金

　　イ　その他の負担額

（６） 取得年月日 

３　増築の概要 
（１）増築
　　　（例）増築  鉄骨スレート葺    ○○㎡    事業費   ○○○   千円
　　　　　　増設  ○○ライン  ○○箱／日処理  事業費   ○○○   千円

（２）事業費の負担区分

（３）着手予定時期

（４）増築の効果






[添付資料] 
　１　当初事業実施計画書の写し
　２　処理能力計算書
　３　経営収支計画
　４　建物平面図及び側面図並びに増設配置図
　５　財産管理台帳の写し
　６　その他地方農政局長等が必要と認める書類

（注）模様替え、移転、更新等の場合は「増築」をそれぞれの用語とする。

